平成２８年度第２回北名古屋市行政改革推進委員会　会議録
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○　会議概要
１　あいさつ
　　会長あいさつ

　　市長あいさつ
２　議題
　⑴　北名古屋市の行政改革について
　　＜事務局＞
　　【資料１　北名古屋市行財政改革行動計画（平成24～27年度）の取組結果の詳細の説明】

　　【資料２　北名古屋市行政改革大綱（平成18～27年度）報告書の説明】

　　【参考資料２-１　財政分析資料の説明】
【参考資料２-２　北名古屋市行政改革大綱（平成18～27年度）報告書に関する行政改革推進委員会の意見（案）の説明】
　　＜会長＞

　　　北名古屋市行政改革大綱報告書についての意見書を、参考資料２-２を案として示したが、更に付すべき意見をお願いしたい。なお、前回の会議の時点では、合併という方向性が無かったため触れていないが、現状においては、少し触れる必要がある。合併の有無にかかわらず行政改革を推進し、行政改革を継続していく方針を入れていただきたい。
　　＜委員＞

「行政サービスの低下につながることの無いよう」という表記を、「適切な行政サービスの提供をめざして」といった表記に変えた方が良いのではないか。行政改革を推進していくと市民にとって痛みをともなう可能性もあるが、そこを市民との協働によって補って最適化するという方針の中で、「低下させない」という縛りを設けてしまうような表現は避けた方がよい。
　　＜委員＞
　　　「市民の力を活用」といった表記は、上から目線のように感じとれてしまうため、環境づくりをする、といった表現に変更していただきたい。
　　＜会長＞
　　　参考資料２-１について、北名古屋市は財政力指数が０.９６と全国平均０.４９を大きく上回っており、全国的にみれば恵まれている。愛知県自体、ものづくりが盛んであり、全国的にも豊かな県であるが、そういた観点から北名古屋市の財政状況について説明をいただきたい。
　　＜事務局＞
　　　全国的にみれば財政力が良い事は確かであるものの、行政サービスを、財政力豊かな近隣市町の水準と合せていかなければならないというジレンマがある。現状、国が実施する政策に上乗せしたサービスを提供しており、財政力に余裕があるといった状況ではないため、行政改革の推進がとても重要であると考えている。
　　＜会長＞
　　　財政力豊かな自治体にも確かにそういった問題があるのかと考えさせられる。
　　＜委員＞
　　　公共施設の維持管理経費が毎年３７億円必要との資料があったが、合併の特例措置が終了し段階的に交付税が減額されていくが毎年これだけの金額を捻出できるものなのか。
　　＜事務局＞

　　　公共施設の維持管理経費は、毎年約３２億円を支出しているが、今後、毎年５億円程足りない計算となる。従来の事後的な修繕から予防保全型修繕へ転換することにより費用の縮減・平準化をめざしているが、場合によっては工事を先送りする必要性も出てくる。効果的な方策としては、公共施設の統合であるが、行政サービスの低下が懸念される。そういった判断をするために、議論を深めていく必要があると認識している。
　　＜会長＞

　　　市民の負担や責務にも言及する必要があると感じる。次世代に引き継いでいくためにも、そのような点も意見書に含めていきたい。
　　＜委員＞

　　　行政は、市民の求める多様化・高度化するニーズに対応する必要とあるが、実際、多様化・高度化するニーズを具体的に示し、市民協働のまちづくりを推し進めていくことを意見書に示すと良い。

　　＜会長＞

　　　北名古屋市行政改革大綱の報告書について、更に意見があれば事務局に提出いただきたいが、本日の意見とあわせて、行政改革推進委員会が付する意見を取りまとめ、委員の皆さんに意見書案として示させていただく。意見書案を確認いただいた後に、北名古屋市行政改革大綱の報告書に付し、公表する。

　　　北名古屋市の行政改革については、ここまでとする。
　　＜事務局＞
　　【参考資料３　公共施設の使用料の改定に係る算定結果の説明】
　　【参考資料４　激変緩和前の使用料単価比較表（１時間当たり）の説明】
　　＜会長＞
　　　使用料の改定案と併せて激変緩和前の積算結果が示された。積算方法が、とても難しいためモデルケースを示す資料があると更に分かりやすかったと感じている。また、行政努力によって経費を下げたことにより、積算結果が下がっている部分も示すと良いと感じた。
　　＜委員＞
　　　激変緩和前の積算結果を市民に示した方が理解を得られるのではないか。例えば、積算結果を併記することで、使用料と実際の積算結果との差額を施設の改善のための寄附してもらうとか、施設利用料を増加させる観点が全体的に少ないと感じる。実際にはこの額まで必要と示せば、現状は格安で利用できていることがわかるため、市民の利用促進につながる可能性もある。ただし、市の方針として、積算額と実際の使用料の差額が大きい施設は使わない方が良いという考えがあるなら出しにくいかもしれないが、公共施設の利用率を上げる方針であれば、積算額の公表を検討してはどうか。
＜委員＞

　全ての施設とは言わないが利用者が多い主要施設だけでも実際の積算結果を公表した方が良い。

　　＜事務局＞
　　　公表した数字が独り歩きしてしまうことも懸念されるため、前回の改定時には公表していない。市民の理解を得るために積算結果を示した方が効果的であるかを検討していく。
　　＜会長＞

　　　公共施設に利用を促進する方針の施策であれば、代表的な施設だけでも公表に向けて取り組んでいただきたい。
　　＜事務局＞

　　　規定では市内・市外利用者、営利目的利用者に応じて使用料を区別しているが、実態として判断が難しいといったケースが多い。
　　　補足となるが、市の施策として、高齢者が体を動かすことにより医療費が軽減されるといった研究事例もあるため、高齢者の運動を促進するような特例の使用料を設定すべきといった意見もある。

　　＜会長＞

　　　そういった視点も確かに重要である。施設の設置目的に応じて使用料を変えなければならないのかもしれない。例えば年齢別の料金設定にするとか。
　　＜委員＞

　　　目的に応じて施設が建設されため、施設によって利用方法等を分析して一律に使用料を上げるのではなく違うフィルタをかけてきめ細かい設定を検討していく必要があるかもしれない。
　　＜会長＞

　　　平成３０年１０月の使用料改定までには時間があるため議論を深めていきたい。

　　　公共施設の使用料の改定については、ここまでとする。
　　＜事務局＞

　　【報告資料１　地方創生に関する交付金についての説明】
　　＜会長＞

　　　目標年度は数年後であるが、事業内容の結果を、単年度ごとに評価していく必要がある。当面の評価の時期は平成２９年度６月頃となるため、取組状況を注視していきたい。
　　＜会長＞

　　　意見も出尽くしたようなので、これにて閉会とする。
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